
 

 

図-1 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設（イメージ）2) 

 

図-2 栄村の位置図 
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    昨今の土砂災害発生時の被害状況を踏まえて，要配慮者利用施設の避難体制の強化を図るために，

「土砂災害防止法」が改正され，土砂災害警戒区域内に位置し，市町村地域防災計画に定められた要

配慮者利用施設の管理者等は，避難確保計画の作成・避難訓練の実施が義務となった．本論文では，

湯沢砂防事務所管内の長野県下水内郡栄村にある要配慮者利用施設の避難確保計画策定に関して，当

事務所が支援した事例について報告する． 
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1. はじめに 

近年，気候変動の影響により毎年のように甚大な豪雨

災害が発生しており，今後も水害・土砂災害の頻発化，

激甚化が懸念されることから，事前の備えが重要である．

2017 年及び 2022 年の土砂災害警戒区域等における土砂

災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止

法」という.）の改正により，土砂災害警戒区域内に位

置し，市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施

設の管理者等は，避難確保計画の作成・避難訓練の実施

及び避難訓練の実施結果について市町村長へ報告するこ

とが義務付けられた．       

また，「土砂災害防止対策基本指針」では，「関係部

局が連携して積極的に支援を行うことが望ましい」と示

されている．このことから，要配慮者利用施設の避難確

保計画をより実効性のあるものとするため，土砂災害に

精通している当事務所が，対象施設の避難確保計画作成

に対して技術的支援を行うこととした． 

本論文では，湯沢砂防事務所管内の長野県栄村（図-2）

において，栄村地域防災計画に定められている土砂災害

警戒区域内の要配慮者利用施設（図-1）の避難確保計画

策定に関しての支援事例を紹介する． 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

２．要配慮者利用施設と避難確保計画について 

要配慮者利用施設とは，社会福祉施設，学校，医療施

設その他の主として防災上の配慮を要する方々が利用す

る施設のことである．  

避難確保計画とは，「施設利用者」の円滑かつ迅速な

避難の確保を図るために必要な事項を定める計画のこと

である．避難確保計画に定める内容は，防災体制，情報

収集及び伝達，避難の誘導，避難確保を図るための施設

の整備，防災教育及び訓練の実施である．国土交通省は，

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成を促進 

するため，「要配慮者利用施設における避難確保計画の

作成・活用の手引き（2022年 3月改定）」を作成し周知

している． 

長野県 



 

 

図-3 各施設の位置図 

施設② 

施設③
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３．支援対象施設の概要 

栄村より策定支援の依頼を受け，村内の該当施設の避

難確保計画の策定状況についてヒアリングを行った．そ

の結果，栄村地域防災計画に定められている村内の土砂

災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設は 5施設で

あり，4 施設が社会福祉施設で 1 施設は学校であった．

これらの施設は，土砂災害の知識に乏しいことから，い

ずれも避難確保計画が策定されていない状況であった．

早期の計画策定が望ましい状況であることから，栄村と

協議し，表-1に示す社会福祉施設の 4施設を対象に支援

を進める方針とした． 

表-1 支援対象施設の概要 

 

各施設の位置図を図-3に示す 3)．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．支援内容 

支援内容は，勉強会の実施，対象施設ごとの避難確保

計画策定支援である. 

(1) 勉強会の実施 

a) 勉強会の概要 

2022年 12月 16日（金），4施設の管理者を対象に，

栄村と共同で避難確保計画策定に向けた土砂災害の警戒

避難に関する勉強会を実施した．勉強会では，土砂災害

及び避難確保計画の概要について説明した上で，他施設

の避難確保計画の作成事例を紹介した．その後，各施設

の管理者に，土砂災害の発生を想定した場合に不安に思

うことや実際の避難について意見交換した（写真-1）. 

勉強会の具体的な内容は以下のとおりである. 

・土砂災害，土砂災害警戒区域とは 

・各施設周辺の土砂災害警戒区域等の指定状況について 

・要配慮者利用施設に関する法改正の状況 

・要配慮者利用施設での避難事例 

・避難確保計画の作成例について（湯沢町施設の作成例，

参考様式について紹介） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉施設の種類 土砂災害 

① 特別養護老人ホーム 土石流 

② 小規模多機能型居宅介護施設 土石流 

③ 通所介護施設 地滑り 

④ 通所介護施設 地滑り 

写真-1 勉強会状況 

 

 

施設④ 

森宮野原駅 

飯栄建設生コン工場敷地 
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施設① 



 

 

写真-2 施設① 特別養護老人ホームの外観 表-2 避難確保計画策定に向けた留意点 

写真-3 話し合いの様子 

b)意見交換 

各施設の管理者からは主に次のような意見や懸念事項

が出された. 

施設①，③の管理者からは，「施設が土砂災害警戒区

域に指定されていることは知っていても，山から施設ま

で距離があるため本当に土砂が施設まで到達するのか疑

問に感じていたが，土砂が水と一体となって流れ出ると

知り，納得できた」.また，施設周辺に土砂災害特別警

戒区域がある施設②の管理者からは，「施設利用者は基

本的に通いであるため，安全に移動するため危険箇所を

事前に知っておくことの必要性を実感した」.また，施

設を含め，周りも全て土砂災害警戒区域である施設④か

らは，「避難先となっている栄村高齢者総合福祉センタ

ーは周辺の住民の避難も想定されるため，パンクするの

ではないかという懸念がある」という意見が出された． 

c) 各施設の避難確保計画策定の方向性 

各施設における今後の避難確保計画策定に向けた留意

点について表-2にまとめる． 

 

 土砂災害の危険性 考えられる避難方法 

①
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム 

・土石流の谷出口か

らは500m程度の距離

があるため，土石流

が直撃する恐れは比

較的低いと考えられ

るが，泥水などが施

設に影響する可能性

が想定される． 

・千曲川の氾濫によ

る浸水の恐れもあ

る． 

・利用者の安全面を考慮

し，避難所へ避難する． 

・RC構造の2階建てで周

囲に比べて丈夫な建物で

あることから，緊急的に

2階へ全員避難する． 

・2階への全員避難を想

定した準備や訓練も必

要． 

②
居
宅
介
護
施
設 

・土石流の谷出口か

らは400m程度の距離

があるため，土石流

が直撃する恐れは比

較的低いと考えられ

るが，泥水などが施

設に影響する可能性

が想定される. 

・1階建ての建物である

ことから，避難所への避

難や自宅への帰宅が必要

である． 

・豪雨が予想される際に

は，早めに利用者を帰宅

させる判断や，閉所の判

断が必要．  

③
通
所
介
護
施
設 

・土砂災害警戒区域

の境界付近であり，

地滑り斜面から200m

程度離れており，到

達に時間がかかると

想定される. 

・地滑りの前兆現象が発

見された場合など，状況

に応じて避難や閉所の判

断が必要． 

④
通
所
介
護
施
設 

・地区一帯が土砂災

害警戒区域に指定さ

れており，避難経路

も含め土砂災害の危

険性の検討が必要で

ある． 

・地区一帯が土砂災害警

戒区域内であり，避難に

あたっては，施設だけで

なく地区全体で考える必

要がある． 

(2)対象施設ごとの避難確保計画策定支援 

a) 施設の概要 

施設①特別養護老人ホームは RC造の地上 2階建て、延

べ床面積 7,126m2の施設である.現在，平日，休日共に施

設利用者は合計 94 名であり，一方施設の職員は，平日

の昼間が約25名，夜間が約6名，休日の昼間は約20名，

休日は約 6名勤務している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 支援内容  

2023 年 7 月 10 日（月），施設①の特別養護老人ホー

ムを対象に，避難確保計画策定に向けた支援を栄村と共

同で実施した．施設からは，施設長，副施設長，その他

管理者が参加した.打合せでは，避難確保計画の策定例

を用い，施設管理者に，土砂災害の発生を想定した場合

に不安に思うことや実際の避難について意見をいただく

など，意見交換した（写真-3）． 

会議内容は以下のとおりである. 

・情報収集方法の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 意見交換 

意見交換では，施設①周辺の土砂災害警戒区域等の指

定状況やハザードマップを確認し，谷出口と施設は

・避難確保計画の作成 

・周辺で想定される土砂災害について確認 

・避難所位置や避難ルート上のリスクについて確認 

・警戒レベル毎に応じた防災体制の確認 



 

 

図-4 避難確保計画（案） 

500m 程度の距離があるため，大量の土砂が到達する可

能性は高くはないことを再確認した．このなかで，栄村

指定の福祉避難所へは土砂災害警戒区域内を通過する必

要があり，安全に避難が出来ない可能性があることや，

入居者数が福祉避難所の受け入れ可能数を上回ることを

懸念する意見も挙がった．こうした状況に加え，施設①

が 2階建てで RC 構造の丈夫な建築物であることからも，

概ね施設の 2階に避難する方針にまとまった．ただし，

事前に台風の直撃など大雨が予想される場合は，同じグ

ループ内の施設への避難も視野にいれることとした.施

設内の避難に関しては， 1階の入居者を 2階へ移動させ

る必要が出てくるため，自力で 2階への移動ができない

入居者の搬送方法の演習など，より実践的な避難訓練を

実施し，1 階から 2 階へ移動させるのに必要な時間を考

慮しながら，どのタイミングで避難を開始するかなど避

難確保計画の実効性を確認し，必要に応じ計画の見直し

を繰り返していくことで合意した．また，1 階に土砂が

流水し電気や水道が使用不可となった場合を想定し，生

活に必要な日常品や備品及び栄村役場と施設①の間での

給水について話し合った．  

 

d) 策定した避難確保計画（案）について 

 今回の策定支援で作成した避難確保計画（案）表紙及

び目次 を図-4に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

今回，長野県栄村にある施設を対象に勉強会の実施，

施設ごとの避難確保計画策定支援を実施した.その結

果，計画策定の遅れの一因として，土砂災害警戒区域内

に位置することは把握していても，土砂移動現象に対す

る理解不足や具体的な現象を想定した避難方法の検討に

まで考えが至らないことが施設との意見交換で確認でき

た. 

引き続き，事務所管内の市町村等と連携して要配慮者

利用施設の避難確保計画策定に関する支援を継続してい

きたい. 

また，計画策定後は，定期的に避難訓練等を実施し，

計画を見直し，避難の実効性を高めることが重要である

と思われる. 

事務所は，避難訓練の実施についても，市町村等関係

機関と連携し取り組んでいきたい. 
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